
 

7月 30日（月）に開催した、北東アジア地域自治体連合・第８回環境分科委員会の開催結果は、

次のとおりです。 

 なお、今回の会議では、当委員会の事務局の改選が行われ、富山県が引き続き選出されました。

 

１ 開催概要 

（１）開催日時  平成19年7月 30日（月）9:30～16:30 

（２）場   所  富山国際会議場（富山市大手町1-2） 

（３）参加自治体（５か国10自治体） 

日    本（４）：富山県、石川県、京都府、鳥取県 

韓    国 (２）：江原道、忠清南道 

ロ シ ア (１）：ハバロフスク地方 

 （オブザーバー） 

中   国（２）：遼寧省、山東省 

モンゴル（１)：ドルノゴビ県 

環境省（日本） 地球環境局環境協力室 伊藤 環境協力室長補佐 

 

２ 会議内容 

（１）報告事項 

  ア 各自治体における環境の現状と課題の報告 

６自治体（忠清南道、石川県、京都府、山東省、遼寧省、ドルノゴビ県）から、環境の

現状と課題について報告があり、北東アジア地域の環境の現状等について、参加自治体が

相互に理解を深め、共通の認識を得ました。 

なお、各自治体の報告項目については、以下のとおりです。 

・ 忠清南道（忠清南道の健全な自然環境の構築について） 

・ 石川県（石川県の環境国際協力事業について） 

・ 京都府（京都府における地球温暖化対策の取組について） 

・ 山東省（中国山東省における環境問題とその対策について） 

・ 遼寧省（2006年遼寧省における環境状況と対策について） 

・ ドルノゴビ県（ドルノゴビ県の荒野化、野生動物の種類が乏しくなっている諸問題とそ

の原因について） 

 

イ 2007年個別プロジェクトの実施状況 

富山県から、以下の３つのプロジェクトの実施状況について報告された。 

・ 日本海・黄海沿岸の海辺の漂着物調査（富山県） 

 日本海及び黄海沿岸の漂着物の実態調査及び沿岸住民等への普及啓発を目的とす

る調査。2008年も引き続き実施予定。 

・ 北東アジア地域との渡り鳥に関する共同調査（富山県） 

 極東地域における渡り鳥に関する共同調査。今年度で一旦事業終了予定。 



・ 北東アジア青少年環境保全リーダー会議（富山県） 

 北東アジア地域の将来の環境保全を担うリーダーとなる青少年（中学生等）を育成

するための会議。2007年 8月に日本国富山県において、「海洋環境保全（海洋ごみ）」

をテーマに開催予定 

 

（２）協議事項 

ア 次期事務局自治体（コーディネート自治体）の選出 

コーディネート自治体として、引き続き富山県が選出されました。（任期２年） 

※1999年７月以降５期連続 

 

イ  2008年個別プロジェクトの提案状況 

ロシア沿海地方及び富山県から、2008年の個別プロジェクトとして以下の４つが提案さ

れ、その概要説明と参加要請がなされました。 

（新規プロジェクト） 

・第３回国際環境フォーラム「境界のない自然」（沿海地方） 

 適切な環境づくり、安全な廃棄物処理、合理的な天然資源の利用の問題解決に向け

て、国際協力・国内地域間協力の促進に関する検討、意見交換を行う。 

・黄砂を対象とした広域的モニタリング体制の構築（富山県） 

 国内外の自治体・経済界・学界がネットワークを構築し、黄砂の実態や影響を把握

するための簡易モニタリングを継続実施し、その結果報告を今後の効果的な対策の

決定・実施につなげていく。 

・北東アジア地域環境体験プログラム（富山県） 

 自治体・経済界・学界が連携して、生徒に対して北東アジア地域における環境問題

を直に体験する機会を提供し、自ら考え行動できる人材を育成する。 

（継続プロジェクト） 

・日本海・黄海沿岸の海辺の漂着物調査（富山県） 

 

ウ  環境分科委員会の活動計画 

環境分科委員会の今後の活動計画について確認がなされました。 

 

 

 

 

 

 

 



※北東アジア地域自治体連合環境分科委員会について 

平成 10 年（1998 年）10 月の「北東アジア地域自治体会議'98」において設置が決定された 5分野*

の分科委員会（経済・通商、文化交流、環境、防災、一般交流）の一つであり、環境に関する個別プ

ロジェクトの円滑な実施を図るため、自治体間の意見調整、事業計画の具体化及び実現方策等につい

て、検討、協議等を行うことをその目的としている。なお、平成11年（1999年）7月の第１回環境分

科委員会において、本委員会の中心となり連絡、調整、運営を行うコーディネート自治体（事務局）

として富山県が選出された。  

＊ 現在は、国境地区協力、科学技術の２分野が追加され、計７分野となっている。 

 


